
2024 年 12 月 20 日 

野村信託銀行株式会社 

 

「野村 Web ローン商品概要説明書」の改定のお知らせ 

 

 

いつも格別のお引き立てをいただき誠にありがとうございます。  

 

野村信託銀行株式会社は、2025 年 1 月１日付で「野村 Web ローン商品概要説明書」を改定いた 

します。主要な改定内容は以下の通りです。 

 

野村 Web ローン商品概要説明書 新旧対照表 

2025 年 1 月 1 日改定 

（下線部変更） 

新 旧 

お借入極度額 
 
50 万円以上、5 億円以下(10 万円単位)。 
ただし、担保となる銘柄によっては、お借入極度
額の上限が 5,000 万円となります。 
●お借入極度額は、担保の区分や種類に応じて計
算した評価額の範囲内で設定・変更していただき
ます。 
●お借入極度額は、担保有価証券等の時価の変動
等により、お客様が設定された額（利息の元本へ
の加算のためにお借入極度額の自動引上げが行わ
れた場合は引上げ後の額）を上限として、日々変
動します。 
 
（中略） 
 
担保適格有価証券等と評価基準 
野村證券にお客様名義でお預入されている有価証
券等のうち、当社が定める基準により選定した担
保適格有価証券等について、掛目を設定します。  
担保適格有価証券等の種類により、掛目は以下の
とおりとします。 
（1）国内上場株式、上場優先出資証券（株式累
積投資等によって取得された単元未満株式を除
く）・・・時価の 50% 
 
（中略） 
 
担保の区分とお借入極度上限額の算出方法 
 
担保となる有価証券等には「加算銘柄」（当社が
別に定める一部の銘柄）と「通常銘柄」（「加算銘
柄」以外の銘柄）の 2つの区分を設けています。
お借入極度上限額は、区分（「加算銘柄」「通常銘
柄」）に応じて、以下の方法で算出された金額の
合計額（（1）と（2）の合計額、最大 5 億円ま
で）となります。なお、外国証券は「加算銘柄」

お借入極度額 
 
50 万円以上、1 億円以下(10 万円単位)。 
ただし、担保となる銘柄によっては、お借入極度
額の上限が 5,000 万円となります。 
●お借入極度額は、担保の区分や種類に応じて計
算した評価額の範囲内で設定・変更していただき
ます。 
●お借入極度額は、担保有価証券等の時価の変動
等により、お客様が設定された額（利息の元本へ
の加算のためにお借入極度額の自動引上げが行わ
れた場合は引上げ後の額）を上限として、日々変
動します。 
 
（中略） 
 
担保適格有価証券等と評価基準 
野村證券にお客様名義でお預入されている有価証
券等のうち、当社が定める基準により選定した担
保適格有価証券等について、掛目を設定します。  
担保適格有価証券等の種類により、掛目は以下の
とおりとします。 
（1）国内上場株式、上場優先出資証券・・・時
価の 50% 
 
 
（中略） 
 
担保の区分とお借入極度上限額の算出方法 
 
担保となる有価証券等には「加算銘柄」（当社が
別に定める一部の銘柄）と「通常銘柄」（「加算銘
柄」以外の銘柄）の 2つの区分を設けています。
お借入極度上限額は、区分（「加算銘柄」「通常銘
柄」）に応じて、以下の方法で算出された金額の
合計額（（1）と（2）の合計額、最大 1 億円ま
で）となります。なお、外国証券は「加算銘柄」



新 旧 

として取り扱われることとなります。 
（1）加算銘柄： 有価証券等の時価に、その種類
に応じて定められた担保掛目を乗じた金額（担保
評価額）の合計 
（2）通常銘柄： 有価証券等の時価に、その種類
に応じて定められた担保掛目を乗じた金額（担保
評価額）の合計と、5,000 万円のいずれか小さい
金額 
 
（中略） 
 
資金使途 
以下のご利用はできません。 
・事業性資金（独立・新規開業資金や運転資金、
設備資金等を指し、個人が事業として行う場合の
賃貸用不動産の取得等にかかる資金も含まれま
す） 
・野村證券取扱の募集・売出し有価証券の購入資
金並びに野村 SMA・野村 SMA 信託・野村ファンド
ラップ・ラップ信託および保険商品の契約資金 
・その他、当社の判断により不適当と認めるも
の 
 
（以下略） 
 
 

として取り扱われることとなります。 
（1）加算銘柄： 有価証券等の時価に、その種類
に応じて定められた担保掛目を乗じた金額（担保
評価額）の合計 
（2）通常銘柄： 有価証券等の時価に、その種類
に応じて定められた担保掛目を乗じた金額（担保
評価額）の合計と、5,000 万円のいずれか小さい
金額 
 
（中略） 
 
資金使途 
原則自由（ただし、以下のご利用はできません） 
・事業性資金（独立・新規開業資金や運転資金、
設備資金等を指し、個人が事業として行う場合の
賃貸用不動産の取得等にかかる資金も含まれま
す） 
・野村證券取扱の募集・売出し有価証券の購入資
金および野村 SMA・野村 SMA 信託・野村ファンド
ラップ・ラップ信託、保険商品の契約資金 
 
 
（以下略） 
 
 

その他表記等に関して軽微な修正を行っております。詳細は最新版の野村 Web ローン商品概要説

明書をご覧ください。 

以上 


